
 

 

 

高額療養費の自己負担限度額は、年齢および所得状況により設定されています。 

また、同じ医療機関であっても、①医科入院、②医科外来、③歯科入院、④歯科外来にわけて適用します。 

なお、認定証の適用は申請した月の初日からとなります。交付を受けた方は必ず、総合受付窓口へご提示をお

願いします。 

各年齢、区分ごとの自己負担限度額は以下の通りです。 

 

75歳以上（後期高齢者）の自己負担限度額 

所 得 区 分 

自己負担限度額（月額） 

多数該当※1 

入院時食事 

標準負担額 

（１食あたり） 

個人単位 

（外来のみ） 

世帯単位 

（入院・外来） 

現役並み Ⅲ 課税所得６９０万円以上 ２５２，６００円＋１％※2 １４０，１００円 ４６０円 

現役並み Ⅱ 課税所得３８０万円以上 １６７，４００円＋１％※3 ９３，０００円 ４６０円 

現役並み Ⅰ 課税所得１４５万円以上  ８０，１００円＋１％※4  ４４，４００円 ４６０円 

一   般 １８，０００円 ５７，６００円  ４４，４００円 ４６０円 

市民税非課税世帯 
区分 Ⅱ※5 

８，０００円 
２４，６００円 －  ２１０円※6 

区分 Ⅰ※5 １５，０００円 － １００円 

 

70歳以上 75歳未満の自己負担限度額（平成３０年８月診療分から） 

所 得 区 分 

自己負担限度額（月額） 

多数該当※1 

入院時食事 

標準負担額 

（１食あたり） 

個人単位 

（外来のみ） 

世帯単位 

（入院・外来） 

現役並み Ⅲ 課税所得６９０万円以上 ２５２，６００円＋１％※2 １４０，１００円 ４６０円 

現役並み Ⅱ 課税所得３８０万円以上 １６７，４００円＋１％※3 ９３，０００円 ４６０円 

現役並み Ⅰ 課税所得１４５万円以上  ８０，１００円＋１％※4 ４４，４００円 ４６０円 

一   般 １８，０００円 ５７，６００円 ４４，４００円 ４６０円 

市民税非課税世帯 
区分 Ⅱ※5 

８，０００円 
２４，６００円 －  ２１０円※6 

区分 Ⅰ※5 １５，０００円 － １００円 

 

70歳未満の自己負担限度額 

所 得 区 分 
自己負担限度額 

（月額） 
多数該当※1 

標準負担額 

（１食あたり） 

市民税課税世帯 

ア 
国保：年間所得９０１万円超 

健保：標準報酬月額８３万以上 
２５２，６００円＋１％※2 １４０，１００円 ４６０円 

イ 
国保：年間所得６００万円超９０１万円以下 

健保：標準報酬月額５３万円以上８３万円未満 
１６７，４００円＋１％※3 ９３，０００円 ４６０円 

ウ 
国保：年間所得２１０万円超６００万円以下 

健保：標準報酬月額２８万円以上５３万円未満 
８０，１００円＋1％※4 ４４，４００円 ４６０円 

エ 
国保：年間所得２１０万円以下 

健保：標準報酬月額２８万円未満 
５７，６００円 ４４，４００円 ４６０円 

市民税非課税世帯 オ 市民税非課税世帯 ３５，４００円 ２４，６００円  ２１０円※6 

※1 多数該当：当月を含み遡った直近一年間における 4回目以降の自己負担限度額 

※2 ２５２，６００円＋（医療費－８４２，０００円）×１％ 

※3 １６７，４００円＋（医療費－５５８，０００円）×１％ 

※4 ８０，１００円＋（医療費－２６７，０００円）×１％ 

※5 区分Ⅱは市民税非課税世帯に属する方、区分Ⅰは市民税非課税世帯で前年の所得が０円になる世帯 

※6 過去１２ヶ月で９０日までの入院は１食２１０円、９０日を越える入院は１食１６０円 
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窓口での医療費の支払いが高額となった場合、経済的な負担を軽減できるように、医療機

関ごとのひと月の窓口支払いを自己負担限度額までに抑える高額療養費制度があります。 

 この制度を利用するには、事前にご加入している健康保険団体に手続きをし、「限度額適

用認定証」の交付を受け、医療機関の窓口に提示することが必要となります。 

 手続きの方法は各健康保険によって異なりますので下記をご参照ください。 

 なお、詳細につきましては、各健康保険窓口へお問い合わせください。 

 

◼◼  7755 歳歳以以上上（（後後期期高高齢齢者者））のの方方  
 所得区分によって異なりますが、「一般」の区分の方は申請の必要はありません。市町村民税非課税で

ある世帯の方が申請の対象となります。所得区分については区役所国保年金課の後期高齢者医療の係

へお問い合わせください。また、本人以外の方が申請をする場合には、申請者の印鑑と身分証明書が必

要となります※1。 

 

◼◼  7700 歳歳以以上上 7755 歳歳未未満満のの方方  
所得区分によって異なりますが、「一般」の区分の方は申請の必要はありません。市町村民税非課税で

ある世帯の方が申請の対象となります。申請手続きは「70 歳未満の方」と同様です。所得区分につきまし

ては各健康保険窓口へお問い合わせください。また、本人以外の方が申請をする場合には、申請者の印

鑑と身分証明書が必要となります※1。 

 

◼◼  7700 歳歳未未満満のの方方  

 国民健康保険の場合 
① お住まいの区役所内国保年金課へ申請してください。その際、保険証と印鑑が必要です。また、

本人以外の方が申請をする場合は、申請者の印鑑と身分証明書が必要となります※1。 

②  「限度額適用認定証」が交付されます（原則として申請日に発行）。 

③  医療機関の窓口へ「限度額適用認定証」を提示してください。 

 全国健康保険協会の場合 
① 「限度額適用認定申請書」を全国健康保険協会の各都道府県支部へ提出してください。（申請書

は総合受付でもご準備しておりますので、必要な方はお申し出ください。） 

②  「限度額適用認定証」が交付されます。（申請より 1週間程度） 

③ 医療機関の窓口へ「限度額適用認定証」を提示してください。 

 組合保険の場合 
①  勤務先の健康保険を担当する課等へお問い合わせをお願いします。 

②  申請後、「限度額適用認定証」が交付されます。 

③  医療機関の窓口へ「限度額適用認定証」を提示してください。 

 

※1 配偶者、子供、同一世帯内の家族以外の方が申請する場合は、別途委任状が必要となります。 

その他、ご不明な点がございましたら、総合受付入院係へお問い合わせください。 


